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経済学研究 45イ
北海道大学 1995.5

<研究ノート>

中国の消費者行動と商業環境

黒田重雄

1.中国経済の概観

1966年から10年間にわたる文化大革命が終結

した後，78年10月に中国の改革・対外開放路線が

スタートしている。その年，農村改革を中心と

し，地方と企業の自主権拡大も認められている。

以後10年間 (79年~89年)の年平均経済成長率は，

9.6%であった。

80年には，-経済特別区」が設置された。この

特別区に指定された場合の特典は，

①特別区への立地企業は経済自主権をもち，

市況に基づき生産，販売を自ら決定するこ

とができる。また，輸入した自家用の設備，

機械および輸出品生産に使う材料は輸入税

を免除される。所得税の減免措置制度もあ

る。

②外国の企業誘致では，進出企業に対して工

場新増築，設備などに資金を助成する優遇

制度がある。

などであった。この「経済特別区」ができたの

は，深別，珠海，油頭市=中国東南沿岸にある

広東省=と麗門市=福建省=の4区(総面積338.

4平方キロメートル))であり，その後，大連，秦

皇島，上海，広州，海南島などが加わり， 90年

には， 291市・県を含む32万平方キロメートノレの

経済開放地帯が形成された。

80~90年の10年間で，経済特別区に進出が認

められた外資企業は， 6，489件に達し， 3千百余

社が操業を開始している。 90年の工業総生産額

は，特別区設置前に比べ25倍の増加という九

呉(1993)は，そうした中国経済発展の担い手

として，-二つの地域発展モデル」を上げてい

る2)。その一つ「広東モデル」は， 80年代の中国

経済の活性化に大きく寄与するとともに，中国

の改革・対外開放路線の安定化に歴史的な役割

を果たした。広東省が実験区として中央政府か

ら「特殊政策・柔軟措置」とよばれる一連の優遇

措置が与えられていたことと，香港経済の存在

があった。

今一つの「江漸モデ、ル」は，中国後進地域の

参考になるものである。集団農業や農民個人の

蓄積を原資とする域内民間資本に資金供給を依

存すると同時に，市場構造についてもその大半

は国内市場をターゲットとする。その発展の原

動力は農村工業化の過程で急成長した郷鎮企業

に求められる。典型的な農村工業化モデルであ

り，今後中国の他地域の経済発展の方向を示唆

するうえで重要な意義を持っている。

中国経済は，現在高度成長の軌道に復帰し，

固定資本投資の急速な拡大に牽引され， 92年，

93年ともに実質GDPで13%を上回る高い成長

を実現している3) (表-1)。日本の昭和30年代

1) ，道内企業の中国志向が加速一輸入・現地法人設立
と交流深まる J Wさっぽろ経済J(札幌商工会議所)
9月号， 1994 
2)呉軍華「中国の経済発展と地域開発戦略ー「広東モ
デ、ル」と「江漸モデノレ」が示唆するもの一JWJapan
Research RevieωJ (日本総合研究所)， Vo1.3， No.3， 
1993 
3)佐々木孝明・島根良枝「アジア経済の潮流変化」
WJapan Resωrch Review J (日本総研)， Vo1.4， No 
7. 1994.7 
〈この雑誌のPersp巴ctive'アジア各国・最近の動
向」に〉アジア太平洋地域の貿易不均衡の推移が示
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表 l 中国の主要経済指標

GDP 工業生産 固定資本投資
1990年 3.9 7.8 15.1 
91年 8.0 14.8 24.3 
92年 13.2 27.5 45.4 
93年 13.4 23.6 57.8 
94年1~3月 12.7 18.6 36.2 
4月 18.4 38.4 

(資料)r中国統計年間93年度版J，中国国家統計局

(注1)GDP，工業生産は実質前年同期比

(%，億ドル)

マネーサプライ 小売総額 小売物価 貿易収支

12.8 2.5 2.1 87.4 
20.2 13.4 2.9 80.5 
36.5 16.8 5.4 43.9 
35.3 26.1 13.0 A121.8 
23.6 25.2 20.1 A12.8 

25.0 A4.7 

(注2)固定資本投資は国有センターベース，小売総額は消費財ベース。
出所:脚註 3)

表-2 アジア諸国の実質経済成長率見通し
(GNPベース前年比， %) 

199績2年) 
(実

N 
韓国 4.8 

I 
台湾 6.1 

E 
シンガポール 5.8 

S 
香港 5.0 

NIEs平均 5.3 

A 
マレーシア 7.8 

S タイ 7.6 

E インドネシア 6.3 
A フィリピン 0.1 
N 
マレーシア 5.8 

中国 13.2 

(資料)各国統計各年版

(注1)*は実績見込み。

(注2)台湾はGNPベース。
出所:脚註 6)

93S 
(実

94調年n 
(予

6.3 7.3 

5.9 6.0 

9.9 8.0 

5.5 5.6 

6.3 6.9 

8.5* 8.4 

7.8* 8.3 

6.7* 7.1 

1.9* 4.0 

6.3* 7.0 

13.4 11.0 

の高度成長を上回る勢いであり，好調な歩みを

見せるアジア諸国の中でも際立っている(表-

2 )。これは国有企業の伸びの約40倍の伸び率を

だした非国有セクターである個人・外資系企業

と農村部に雨後のタケノコのように出現してい

る郷鎮企業4)によるとされている。

しかし，こうした経済の活況は，半面でイン

フレの高進を招いている。中国の物価上昇の特

されている。中国の実質経済成長率など主要経済指

標(含む94年予測)
4)中国の行政区画は「省J r自治区」および「直轄市」
の3つに大きく分割され r直轄市」は都市部の「区」

と農村部の「県」に区分され，さらにそれらは小単

位の「鎮J(町)や「郷J(村)などに分かれている。こ

こではそうした地域に，農村工業化の一貫としてで

てきた企業の意味である。

徴としては，これまで比較的安定していた小売

物価が急速に上昇していること，食料を中心に

生活必需品価格が急騰し国民の生活を直撃して

いること，の2点が指摘されている。したがっ

て，インフレを抑制するための引き締め政策の

発動を余儀なくされている九一方では，国有企

業はほとんどが赤字続きであり，倒産も相次い

でいる。一説には，固有企業を解雇されたり，

農村の余剰労働力の拡大が原因で中国の失業者，

半失業者が今世紀末には2億7千万人に達し，人

口のほぼ5人に1人が失業状態となるという予測

もある。

こうして，当面の中国経済の課題は，インフ

レへの対処，固有企業の再建・活性化の2点に集

約できる6)。

n.人口移動と分業の進展

人口は， (表-3)に見るように， 1992年で11

億7千万人(一説には14億人とも言われる)で，こ

のところl.3%の成長率で増大しているという

ことなので，毎年1千5百万人の割合で増加して

いることになる。 l人っ子政策も焼け石に水と

いったところである。それどころか高齢化社会

の進展の方が懸念されている状況となっている。

一方，中国はこれまで社会主義国にして，圧

5) r中国経済の過熱と緊縮政策の導入J rハートの経済
情報~ (第一勧業銀行)1993.11 
6) rアジア各国・経済の最近の動向J r Japan Research 

Revieω~ (日本総合研究所)Vo1.4， N 0.7， 1994 
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表-3 国民経済主要指標

年平均成長率

指 標 単位 1978年 1985年 1991年 1992年 1979~ 1986~ 

1992年 1992年

1.全国人口 万人 96，259 105，851 115，823 117，171 1.4(%) 1.5(%) 

2.社会労働者 万人 40，152 49，873 58，360 59，432 2.8 2.5 

うち職工 万人 9，499 12，358 14，508 14，792 3.2 2.6 

3.園内生産総額 億元 3，588 8，527 20，145 23，938 8.9 8.5 

第l次産業 億元 1，018 2，542 5，289 5，808 5.2 3.9 

第2次産業 億元 1， 745 3，867 9，102 11，508 10.7 11.1 

第3次産業 億元 825 2，119 5，745 6，622 9.9 8.7 

4.国民所得 億元 3，010 7，020 16，557 19，640 8.8 8.6 

5.社会総生産額 億元 6，846 16，582 44，142 54，825 11.1 11.9 

うち農業生産額 億元 1，397 3，619 8，157 9，085 5.9 4.8 

工業生産額 億元 4，237 9，716 28，248 36，802 13.2 15.2 

出所:中国国家統計局貿易物資統計司編『中国生産資料・市場統計年間年鑑， 1993~ 中国 統計出版社， 1993.8 

倒的農業国であったが，市場経済導入による経

済改革はさまざまな構造的変化をもたらした。

そのーっとして社会的分業が推し進められ，商

業，飲食業に従事する労働者を増大させた。こ

の分業の進展は農村から都市への膨大な人口移

動を引き起こす原因でもあった。特に流入の激

しいのは沿岸地域の大都市である 7)。

m.所得・消費・項目別支出の特徴

人々の生活の中で，市場経済はもはや後戻り

できない状況に立ち至っている。

中国の大学は国立であるが(1部には私立大

学も出始めたとのこと)，その国立大学でさえ，

ビジネスを始める(いくつかの企業をもっ)こと

はあたりまえになっている。ホテル"レストラ

ン，出版，研究所の経営である。授業料の受益

者負担も考えているという。また，個々の教授

連もサイドビジネスをやっている。

一般には，ビジネスはもっと活発化している

らしい。沿岸地域の労働者1人あたり 1カ月5，000

7)この凄まじさを象徴するような話が最近の新聞
(1994年11月1日，北海道新開(朝))に載っていた。人

口膨張に悩む北京市では， 11月1日より1人当たり60

万円~120万円という高額の「転入費J (いわゆる混

雑税)を徴収する，というものである。

表-4 国民所得 1人当たり国民所得および
消費率(全国) (GNPベース) (前年比， %) 

年度 国民所得 指数(%)消費総額 消費率 l人当たり
(万元) 11 9õ2年~l田) (万元) (%) E民所得(元)

1952 589 100.0 477 81.0 104 

1962 924 130.9 849 91.9 139 

1972 2，136 324.3 1，404 65.7 248 

1982 4，258 585.8 3，054 71. 7 422 

1991 16，557 66.2 1，439 

1992 19，845 1，473.2113， 044 65.7 1，703 

出所:中国国家統計局編『中国統計年鑑， 1993年

版~ (1993.8)より作成

円といったところであるが，実際にはこの何倍

かの収入を得ている人もいるという。

1人当たり国民所得も，この40年間で17倍，最

近10年間でも4倍に増大している状況である

(表-4)。ただ消費性向は90%以上と日本や北

海道の75%程度に比して大分高くなっている

(表-5)。これは今の中国では，かつて日本や

アジアの国々が経験した，消費ブームと「見せ

びらかしの消費」の時代に入っているからだと

いう説もある。この一つの理由に， (表-6)の

上海市の例にあるように，世帯における収入格

差の広がりをあげることができるであろう九

ただし，中国全体として見たときの所得の地

8) r実践上海ビジネスJ (週刊ダイヤモンド別冊)，ダ

イヤモンド社， 1994.8 
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表-5 日中勤労者世帯の生活費比較(1992年)

中国(全国)1) 日本(全国)4) 北海道5)

消費費目 金額(元) 割合(%) 金額(円) 割合(%) 金額(円) 割合(%)

食料費 884 52.9 83，445 23.7 75.900 23.7 

衣料費 235 14.1 24，033 6.8 20，391 6.4 

住居費 100 6.0 20.191 5.7 18，420 5.8 

光熱・水道 18.094 5.1 18，618 5.8 

保健医療費 42 2.5 9，125 2.6 8，526 2.7 

交通通信費 44 2.6 35，304 10.0 30，081 9.4 

家具・家事用品 13，560 3.8 11，208 3.5 

日用品雑貨 141 8.4 

教養娯楽費 1472) 8.8 34，279 9.7 31，501 9.8 

教育費 18，625 5.3 13，037 4.1 

その他 79 4.7 96，164 27.6 92，398 28.9 

消費支出 1，672 100.0 352，820 100.0 319.811 100.0 

可処分所得 1，8263) 473，738 422，871 

消費性向(%) 91.5 74.5 75.6 

世帯人員(人) 3.37 3.69 3.54 

有業人員(人) 1.95 1.48 

1)勤労者世帯l人あたり生活費(，実践・上海ビジネスJ(週刊ダイヤモンド別冊))， 2)教育費を含む， 3)生

活のための収入， 4)年平均1ヵ月収入・支出(総務庁統計局「家系調査年報J)，5)年平均 1ヵ月収入・支出(北

海道「北海道統計J)

表-6 上海の所得分布

項 目 単位 1980年

調査世帯数 戸 500 

世帯人員 人 4.06 

有業人員 人 2.41 

就業者1人当たりの扶養人口 人 0.69 

1人当たりの年間総収入 フロ 637 

生活費収入 7c 560 

生活費収入階級別世帯数比率

1，000元以下 % 99.4 

1 ， 000~2 ， 000元 % 0.6 

2 ， 000~3 ， 000元 % 
3 ， 000~4 ， 000元 % 
4 ， 000~5 ， 000元 % 
5，000元以上 % 

l人当たり年平均生活費支出 Yじ 553 

出所:脚註 8)

域間格差(地域内所得分配指数格差をジニ係数

と変動係数でみる)は，縮小してきているという

分析もある九

9)渡辺利夫著「社会主義市場経済の中国』講談社現代

新書， 1994.11 

("開放」中国，所得差縮まる」と題して『日本経済

新聞J 1994.7.19付にも載っている)

1985年 1990年 1991年 1992年

500 500 500 500 

3.72 3.25 3.18 3.11 

2.27 1.98 1.91 1.84 

0.64 0.64 0.66 0.69 

1，086 2，198 2，503 3，027 

1，012 2，050 2，334 2，842 

50.6 0.8 0.6 0.4 

49.0 50.2 29.2 12.4 

0.6 43.2 54.2 45.0 

5.4 l3.0 31.2 

0.4 2.6 7.8 

0.4 3.2 

992 1，936 2，167 2，509 ~ 

勤労者世帯の生活費を日中で比較してみると，

中国の食料費の割合の高さ (52.9%)が目立つて

いる。長い間この傾向は変わっていない。中華

料理の里のこと，まず食べるだけ食べて，その

上で欲しいものを購入するといった生活観の現

れかもしれない。

とにかく，人々の購買意欲はすさまじく，上
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表 7 小売業庖舗数

中国全体 上海市

庖舗数(万庖) 伸び率(児) 庖舗数(万庖)(申び率似)

1980年 146.3 100.0 22，345 100.0 
1985 778.3 532.0 70，265 314.5 
1990 870.9 595.4 83.296 327.8 
1991 924.1 631.6 87.293 390.7 
1992 1，006.3 687.8 98，004 438.6 

出所:中国国家統計局物資統計司編『中国市場統計
年報 1993~ 中国統計出版社， 1993.10 

海第一百貨庖(売場面積， 21 ， 400m')は 1日60

万人も入るときがあり，普段でも 30~40万人と

のことである。家具，大型テレビなど高級品が

飛ぶように売れているという。要するに，都市

部に人口が集中し，小売販売活動も活発化して

いるが(年間小売販売額の78.3%が都市部に集

中(1988年)) ，相対的に小売屈が不足しているこ

とをうかがわせる。(表-7)にみるごとし中

国全土の小売庖舗数はこの十年程で7倍近く増

加(もともと小売庖の多かった上海市では4倍

強)しているが，消費に追いつかない状況であ

る。とにかく現在の都市住民の消費生活におけ

る買い物場所の混雑や買い物の不便さはかなり

深刻である 10)。こうした消費ブームと金持ちの

出現に目をつけて日本の小売業も続々進出して

いる。

中国の住宅事情は，北京，上海，大連，深ガ11

等の大都市以外に外国人が住める専用住宅はな

い。ただし，これらの外国人向け住宅も全般的

に需給関係が逼迫しており，家賃が3LDK程度

のマンションで月30万円から50万円，1戸建てで

70万円から100万円といわれるなど，東京都心と

変わらない。一般の中国人の家賃は200円程度で

あることからすると，あまりにも高いと言わざ

るを得ない。しかし，こうした二重価格は，広

範囲に存在している。例えば，列車の運賃は中

国人と外国人とでは，約4倍，国内航空料金は，

1.5倍の聞きがあるし，観光地でもそれが公然と

あり，例えば故宮の入場料は，中国人20元，外

10)日中経済協会「中国の流通システムJ 1990ふp.54

国人はその3倍の60元といった具合である。

lV.中国の商業実態

中国の商業を検討する場合，流通環境の変化

における社会的分業の進展が重要となる。

黄(1993)によると，以下のような変化が見ら

れたという I九すなわち，

農村から都市への人口移動の制限政策の部分

的変更があり，.鎮J(農村部の小都市)が増えた

など，都市部人口4億人増え，農村部人口2.5億

人減った。郷鎮企業の中で，商業・飲食業に従事

する労働者数が， 1989年で(農村)総労働者数の

3.4%に当たる1400万人(1978年では， 0.47%の

214万人)となり，農村の社会的分業が進行した。

また，中国全体の産業別にみても商業(卸売，小

売，飲食，倉庫業の合計)は，金融保険に次いで

伸び率は高い。小売業の所有形態別(国営所有，

集団所有，合営所有，個人所有)労働者数でみる

と，個人経営小売業従業者数割合が， 78年には

全体の3%しかなかったが"88年には40%，92 

年では41%となっている。さらに，集団所有の

小売従業者数割合も， 88年の7.2%から92年の

23.6%に跳ね上がつでいる(表-8)。

小売業の庖舗数は，全国的な数字として1992

年で約 1千万屈を超えた。 80年を100とすると，

92年にはその7倍に近い増大である。そのうち個

人経営の商届数は，全体の8割を占める。その小

売販売額は， 91年で全体の20%を超えるまでに

なっている。小売業は農村と都市部の余剰労働

力を吸収する機能を果たしている。

一方，国民経済における流通部門の位置づけ

は，依然とレて立ち遅れた部門である。確かに，

産業連関表でみると，流通活動の国民経済に占

める位置づけは相対的に高くなっており，また

国民総収入に占める産業別構成のうち商業の占

める割合も， 1989年で10.6%と増大してきてい

るl九しかし，依然として絶対的数値は小さし

11)黄燐「中国経済の市場化と流通システムJW商学討究」
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表-8 中国商業の底舗数，従業員数

庖舗数 割合 従業員数 割合
一応当り

(万庄) (%) (万人) (%) 
従業員数

経営形態 (人/庖)

1988 1992 1988 1992 1988 1992 1988 1992 1988 1992 

(人) (人)
合計 981.0 1，059.6 100.0 100.0 2.785.0 3，115.0 100.0 100.0 2.8 2.9 

1.管理部門 12.8 9.7 1.3 0.9 228.0 156.1 8.2 5.0 17.8 16.1 
1.国家所有 5.9 4.6 0.6 0.4 138.2 93.1 5.0 3.0 23.4 20.2 

2.集団所有 6.9 5.1 0.7 0.5 89.8 63.0 3.2 2.0 13.0 12.4 

うち購販協組 4.7 3.4 0.5 0.3 77.3 52.4 2.8 1.7 16.4 15.4 
他の集団 2.2 1.7 0.2 0.2 12.5 10.6 0.4 0.3 5.7 6.2 
所有

II.経営部門 968.2 1，049.9 98.7 99.1 2，557.0 2，959.4 91.8 95.0 2.6 2.8 
1.国家所有 41.6 51.2 4.2 4.8 590.6 772.0 21.2 24.8 14.2 15.1 
a農産品卸売 9.9 10.7 1.0 1.0 130.2 157.1 4.7 5.0 13.2 14.7 

b.工業品卸売 3.9 5.6 0.4 0.5 88.7 128.5 3.2 4.1 22.7 22.9 
c小売 26.1 32.4 2.7 3.1 342.3 435.8 12.3 14.0 13.1 13.5 

d.その他 1.7 2.6 0.2 0.2 29.4 50.7 1.1 1.6 17.3 19.5 
2.集団所有 150.6 144.0 15.4 13.6 848.6 917.8 30.5 29.5 5.6 6.4 
a農産品卸売 7.0 7.6 0.7 0.7 43.9 60.1 1.6 1.9 6.3 7.9 
b.工業品卸売 3.4 6.6 0.3 0.6 30.0 66.8 1.1 2.1 8.8 10.1 
c小売 47.0 122.6 4.8 11.6 199.6 734.3 7.2 23.6 4.2 6.0 
d.その他 88.7 7.3 9.0 0.7 512.2 56.5 18.4 1.8 5.8 7.7 
3.共同経営 10.3 0.3 1.0 0.03 5.4 5.7 0.2 0.2 0.5 19.0 
うち外資との 0.1 0.04 0.01 0.004 1.0 1.4 0.04 0.04 10.0 35.0 
合弁

小売企業 0.3 0.2 0.03 0.02 4.4 4.3 0.2 0.2 14.7 21.5 
4.個人経営 775.7 854.3 79.1 80.6 1，112.0 1，263.8 40.0 40.6 1.4 1.5 

出所:中国圏内貿易部編『中国商業年間(1989)(1993).1中国商業年報社

その意味で遅れている部門ということになるで

あろう。

これに対し，卸売業については，若干の説明

が必要となる。日中経済協会(1990)による

と12)，

(小樽商大)第43巻，第3・4号， 1993 
12)日中経済協会「中国の流通システムJ(日中経報No.

255)， 1990.3 
〈掲載図表〉

中国流通機構の系統図，

物資流通チャネルの多元化，

上海市の商業機構，

中国全体および地域別の物資企業の庖舗数・従業

員数・年間仕入れ・販売額(1988)， 

中国の物資生産と流通の地域集中率(1988)，

物資流通の流通経路別比率(1988)，

中国の商業企業の庖舗数，従業員数，平均規模

(1988)， 
中国商業の平均生産性(1988)， 

①卸機能は，国営企業に集中し，卸売市場が

地域独占的な性質を持つことから，全国の卸売

市場は，地域的に分断化されている。

②実際上，卸売業の定義で統計をとることは

困難である。中国には，物資部門(物資企業より

年間卸売仕入額の構成比率と成長率(1988)，

年間小売販売額の構成比率と成長率(1988)，

中国物資流通の地域集中皮(ローレンツ曲線)

(1988)， 
中国小売業地域集中度(ローレンツ曲線)(1988)， 

中国流通構造の地域集中度(ジニ係数)，

中国の人口，所得と小売業の地域集中率(1988)， 

小売業の庖舗密度と地域別一人当たり国民所得，

物資企業数とW/R比の推移 (1965~1988)， 
中国小売庖数の推移(78~88) ，

小売業実質年間販売額の推移(1978~1989) 

(1950 = 100)， 
経営形態別小売実質販売額の推移(1978~1989) 
(1950= 100) 
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図-1 中国流通機構の系統図

国家計画委員会 I~ 国務院

エ
| 各工業部 | 物資部 商業部 工商局

出所:日中経済協会(10) 一一一→:行政管理関係

一一一→:物資としての流通

一一一一一日商品としての流通

一一一→:工業用原材料の買付としての流通

なる)と消費財部門(消費財生産企業よりなる)

とがある(図一1)(なお，消費財を中心とした流

通ルートとしては，三菱総合研究所作成日)のも

のがある)。ここでは物資部門の基本的な役割

を，投入財・資本財の卸機能と考える。物資企業

は，このところ一貫して毎年数ノf一セントの割

合で増大してきており， 1988年には，約4万庖と

なっている。この数値は，小売商j古数の増加と

軌をーにしている。

v.中国の流通政策

(a)政策の考え方:

中国は，現在のところ社会主義国にして，圧

倒的農業国，発展途上国である。しかし，始ま

13) W中国ビジネス総点検~ (中央公論12月号臨時増刊)，

中央公論社， 1994.12 (P. 65) 

った市場経済導入における市場システムの発達，

制度構築，そして流通政策などによって，消費

や商業状況に大変革が起こっている。

中国における流通政策の考え方，ならびにそ

の実施の効果について検討してみよう。まず，

87年の党大会で「社会主義初級段階論」が提出

されている。浜(1988)によれば，その骨子は，

( i )中国は既に社会主義の制度確立を終えてい

る， (ii)しかし，いまだにその初級段階に在る，

というものであり，この初級段階は， 1950年か

ら数えて少なくとも100年は続き，2050年以降に

なって近代化した社会主義に到達できる可能性

が生まれるとされている叫。また，初級段階に

ある現在，政策的に行うべきこととして以下の

14)浜勝彦「中国経済改革の新局面一新指導部を迎え

てーJWECO-FORUM一統計研究会ニュースー』
V 01.6， N 0.4， Early Spring， 1988 
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ものが提起されているという。

1)共有性を主体とする条件の下，多様な経済主

体を発展させる。固有，集団所有，個人所有

の企業を大いに発展させる。具体的には，

φ株式参加形式を発展させる。

・私営経済のある程度の発展は，共有制経済

の必要かつ有益な補充である。

一応の目安として，8人以下を雇うもの…

個人経営

8人以上を雇うもの…

私営経済

2)労働に応じた分配を主体とする条件の下，多

様な分配方式を実行する。

・労働分配のほかに，利子収入，株券の配当，

経営者収入に含まれるリスク報酬，など合

法である0

・有能な企業経営，誠実な労働により一部の

人をまず豊かにし，収入格差をある程度拡

大し，同時に貧富の大幅な拡大を防いで，

共に豊かになる方向を堅持する。高すぎる

個人収入に対しては調節措置をとる。

。資金，資産の運用による収入の公認は，個

人の消費資金を貯金，公社債購入，株券購

入などの形で建設資金に転換して行くこと

を容易にする。従来このルートが保障され

なかったために，個人の収入のほとんどが

消費に向かい，消費需要の膨張の抑制が困

難になっていた。

3)政治改革における漸進主義の正当化。政治面

では，社会主義における高度な民主の実現が

目標であるものの，初級段階ではその特殊な

歴史的社会的条件の制約により，その実現は

漸進的なものにとどまらざるを得ないとされ

る。

黄(1993)は，中国の経済改革がもたらした構

造的変化を次のように解明している I九

①経済市場化の概念:

集権的な指令性計画経済から「規制された市

場経済」へということである。このためには，

市場主体としての本格的な企業の創出，競争

的な市場機構の形成，間接的なマクロ経済制

御システムの構築が必要となった。

②市場化がどこまで進展したか。狭い意味での

市場化とは:

市場取引が及ぼす範囲の拡大である。また，

政府と市場の聞の関係が問題となる。そこに

は，自由市場，小売市場の他に，経済改革の

過程で，生産財市場，株式市場と証券市場，

不動産売買，労働力市場と技術情報市場など

が形成され，政策的にその発展が推進される。

実際にも，国家の「指令性計画」による工業

生産額の割合は，84年の84%から88年には16.

2%に減少している。現在のところ，-指導性

計画」によるもの， 42.9%， ，-市場調節Jによ

るもの， 40.9%の割合である。

また，国家による価格設定の割合が， 90年で

25%程度となり，市場価格と市場調節価格が

75%になっている。公定価格の割合は，現在，

商品小売29.7%，農産物の買い付け25.2%工

業生産財の44.4%である。

その他，価格体系の改革や取引の主体と形態

の多様化が進展した。

③市場のインフラ整備が行われたが，地域間封

鎖と地域間格差の拡大を引き起こした。

中国では，広告業界も拡大してきたことに呼

応して，-広告」に関する法律が制定され， 95年

2月より施行される。広告代理屈は，全国で兼業

代理屈を含めて， 3万l千社，従事する社員も31

万人とのことである。広告取扱高も， 5年後の2，

000年には現在の10~20倍以上になると推定さ

れる程の勢いである。こうした広告過熱を背景

に，社会主義経済の中での，広告活動の標準化，

広告業の正しい発展，消費者の合法的権益と社

会経済秩序の保護，ならびに広告の積極的役割

を発揮させるために法律が制定されたと謡って

いる 15)。

15)日暮慶「巨大市場をパックに過熱する広告業界と中
華人民共和国広告法Jrブレーンu月号， Vo1.35， No. 
1， 1995 
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(b)日本の商業関連企業進出: うち却売業29社(現地法人数:30社)，小売業6

こうした政策主導の下での中国に，低廉な地 社(現地法人数:9社)=ヤオハン・ジャパン，伊勢

代，労賃を求めて，また市場の将来性にかけ世 丹，伊勢丹ウエルストン，ニチイ，西武百貨店，

界中から企業が続々進出してきている。米国で ニコニコ堂=である。

も，グローパル企業用のガイドブックも出され

ている 16)。

日本企業の場合も，アジア NIESから中国へ

と顔を向け，積極的に投資し始めた。これが近

年いわれだした日本における「産業の空洞化」

の大きな原因の一つになっている。

日本からの進出企業は， 94年7月時点で，日系

現地法人930社，支庄・事務所680拠点とのことで
ある17)。

16) Arn巴J，DeK巴ijzer，China:Busiηess Strategies for 
the'90s， Pacific View Press， 1992 

17) 東洋経済新報社編 r中国進出企業総覧'95~ (週刊東洋

経済・臨時増干U/DAT A BANK)， 1994.10 

統計資料

中国圏内貿易部編「中国商業年鑑 1993J中国商業年報

ネ士， 1993.8 

中国国家統計局貿易物資統計可編「中国生産資料・市場

統計年鑑， 1993J中国統計出版社1993.8

中国国家統計局貿易物資統計司編「中国市場統計年鑑，

1993J中国統計出版社， 1993.10 

国家統計局編「中国統計年鑑」
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